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■
令
和
８
年
度
林
野
関
係
予
算

令
和
８
年
度
林
野
庁
関
連
の
予
算
案
が
12
月

26
日
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
概
算
決
定
額
は
、
総

額
３
、１
１
２
億
円
（
３
、０
６
８
億
円
）、
７

年
度
補
正
追
加
額
１
、４
１
９
億
円
を
加
え
る

と
、
４
、５
３
１
億
円
と
な
る
。
内
訳
は
、
公

共
事
業
の
森
林
整
備
事
業
が
１
、２
７
１
億
円

（
１
、２
５
６
億
円
）、
治
山
事
業
が
６
２
８
億

円
（
６
２
５
億
円
）、
災
害
復
旧
等
事
業
が
93

億
円
（
93
億
円
）。
非
公
共
事
業
が
１
、１
２
０

億
円
（
１
、０
９
５
億
円
）
と
な
っ
た
。

※
（　

）
内
は
令
和
７
年
度
当
初
予
算
額
。

重
点
事
項
の
テ
ー
マ
は
、「
２
０
５
０
年
ネ
ッ

ト
・
ゼ
ロ
等
に
貢
献
す
る「
森
の
国
・
木
の
街
」

の
実
現
に
向
け
た
森
林
資
源
循
環
利
用
施
策
の

総
合
的
な
展
開
」。

非
公
共
事
業
の
中
心
と
な
る
「
森
林
・
林

業
・
木
材
産
業
グ
リ
ー
ン
成
長
総
合
対
策
」
１

５
４
億
円
（
１
４
４
億
円
）
は
、
以
下
の
項
目

で
構
成
さ
れ
る
。

１　

森
林
集
約
・
循
環
成
長
対
策

・
森
林
資
源
の
循
環
利
用
に
取
り
組
む
経
営
体

へ
の
森
林
の
集
積
・
集
約
化
を
進
め
る
た
め
、

国
有
林
と
も
連
携
し
た
関
係
者
に
よ
る
地
域
の

森
林
の
将
来
像
の
作
成
・
共
有
、
境
界
確
定
、

デ
ジ
タ
ル
森
林
情
報
の
共
有
等
を
支
援

・
路
網
の
整
備
・
機
能
強
化
、
搬
出
間
伐
の
実

施
、
再
造
林
の
省
力
・
低
コ
ス
ト
化
、
エ
リ
ー

ト
ツ
リ
ー
等
の
安
定
供
給
、
ス
マ
ー
ト
林
業
の

実
装
に
向
け
た
先
進
的
な
林
業
機
械
の
導
入
、

森
林
病
害
虫
対
策
の
推
進
と
と
も
に
、
木
材
加

工
流
通
施
設
の
整
備
や
木
造
公
共
建
築
物
の
整

備
等
を
支
援

２　

木
材
等
の
付
加
価
値
向
上
・
需
要
拡
大
対

策
・
Ｊ
Ａ
Ｓ
構
造
材
や
Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
を
活
用
し
た
木

造
化
、
木
材
利
用
に
よ
る
温
室
効
果
ガ
ス
（
Ｇ

Ｈ
Ｇ
）
排
出
削
減
効
果
の
「
見
え
る
化
」
の
促

進
、
合
理
的
な
木
材
価
格
の
形
成
の
促
進
、
木

材
産
業
の
人
材
確
保
に
向
け
た
取
組
等
を
推
進

・
Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
の
輸
出
促
進
、
合
法
伐
採
木
材
の

利
用
促
進
、木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
活
用
し
た「
地

域
内
エ
コ
シ
ス
テ
ム
」
の
展
開
、
特
用
林
産
物

の
競
争
力
強
化
等
を
支
援

・
持
続
的
な
森
林
管
理
に
向
け
、
森
林
空
間
利

用
や
企
業
の
森
林
づ
く
り
活
動
等
、
森
林
の

様
々
な
価
値
や
機
能
の
総
合
的
な
利
活
用
を
図

る
「
森
業
（
も
り
ぎ
ょ
う
）」
を
推
進

３　

森
林
・
林
業
担
い
手
育
成
総
合
対
策

・「
緑
の
雇
用
」
事
業
に
よ
る
新
規
就
業
者
へ

の
体
系
的
な
研
修
、
林
業
大
学
校
で
学
ぶ
就
業

前
の
者
へ
の
給
付
金
給
付
、
高
校
生
の
林
業
体

験
学
習
や
女
性
の
活
躍
促
進
、
森
林
プ
ラ
ン

ナ
ー
の
育
成
、
林
業
経
営
体
の
安
全
診
断
な
ど

の
労
働
安
全
対
策
等
の
取
組
を
支
援

４　

ス
マ
ー
ト
林
業
・
Ｄ
Ｘ
推
進
総
合
対
策

・
林
業
機
械
の
自
動
化
・
遠
隔
操
作
化
技
術
や

森
林
内
の
通
信
技
術
・
木
質
系
新
素
材
の
開

発
・
実
証
、
ス
マ
ー
ト
林
業
技
術
を
活
用
す
る

新
た
な
作
業
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
地
域
一
体
で

林
業
活
動
に
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
フ
ル
活
用
す
る

戦
略
拠
点
の
構
築
等
を
支
援

５　

森
林
・
山
村
地
域
活
性
化
振
興
対
策

・
森
業
の
振
興
な
ど
を
通
じ
た
山
村
地
域
の
活

性
化
に
向
け
、
里
山
林
の
整
備
・
活
用
に
取
り

組
む
組
織
の
確
保
・
育
成
、
里
山
林
を
活
用
し

収
入
を
得
る
「
半
林
半
Ｘ
」
を
含
め
た
活
動
の

実
践
を
支
援

こ
れ
ら
の
対
策
の
中
で
、
特
に
木
材
の
加
工

流
通
に
関
連
が
深
い
も
の
と
し
て
、

「
１　

森
林
集
約
・
循
環
成
長
対
策
」
の
中

の
「
木
材
需
要
拡
大
・
木
材
産
業
基
盤
強
化
対

策
」
で
は
、
①
木
造
公
共
建
築
物
等
の
整
備
、

②
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
促
進
施
設
の
整
備
、

③　

特
用
林
産
振
興
施
設
等
の
整
備
、
④
木
材

加
工
流
通
施
設
等
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
て

い
る
。
④
に
つ
い
て
は
、
横
架
材
・
ツ
ー
バ
イ

材
等
の
国
産
材
の
利
用
の
低
位
な
部
材
供
給
等

を
優
先
採
択
す
る
。

「
２　

木
材
等
の
付
加
価
値
向
上
・
需
要
拡

大
対
策
」
で
は
、「
建
築
用
木
材
供
給
・
利
用

強
化
対
策
」
と
し
て
、
①
一
般
流
通
材
の
高
度

利
用
や
Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
の
活
用
に
よ
る
木
造
化
技
術

の
開
発
・
普
及
の
取
組
等
の
支
援
、
②
一
般
流

通
材
、
Ｃ
Ｌ
Ｔ
を
活
用
し
た
建
築
物
等
の
先
駆

性
等
の
高
い
設
計
・
建
築
実
証
の
支
援　

③
各

地
域
で
の
系
統
だ
っ
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
よ
り

木
造
建
築
物
を
担
う
設
計
者
・
施
工
者
を
育
成

す
る
取
組
等
の
支
援
を
行
う
。
ま
た
、
木
材
の

生
産
・
流
通
特
性
を
踏
ま
え
た
合
理
的
な
価
格

形
成
の
促
進
、
木
材
産
業
人
材
確
保
促
進
対
策

等
の
対
策
を
行
う
。「
木
材
需
要
の
創
出
・
輸

出
力
強
化
対
策
」
と
し
て
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

の
利
用
環
境
整
備
、Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
の
輸
出
の
促
進
、

木
材
利
用
の
普
及
啓
発
の
推
進
、
合
法
伐
採
木

材
等
の
流
通
及
び
利
用
の
促
進
等
の
支
援
を
行

う
こ
と
と
し
て
い
る
。

■
全
木
連
・
全
木
協
連
が
取
引

適
正
化
推
進
の
た
め
の
自
主
行

動
計
画
を
策
定

林
業
・
木
材
産
業
は
、
必
要
な
コ
ス
ト
を
価

格
に
転
嫁
し
に
く
く
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

出
発
点
で
あ
る
森
林
所
有
者
に
と
っ
て
は
、
木

材
の
販
売
収
益
だ
け
で
は
再
造
林
経
費
を
賄
え

な
い
状
況
に
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
中
で
、
取
適

法
の
施
行
や
受
託
中
小
企
業
振
興
法
に
お
い
て

事
業
者
は
国
が
策
定
し
た
業
種
別
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
を
遵
守
す
る
よ
う
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
等

を
踏
ま
え
、
林
野
庁
は
昨
年
11
月
に
「
林
業
・

木
材
産
業
に
お
け
る
適
正
取
引
推
進
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」
を
策
定
し
た
。

こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
価
格
転
嫁
・
取
引

適
正
化
に
向
け
た
国
及
び
産
業
界
全
体
の
動
き

を
踏
ま
え
、
全
国
木
材
組
合
連
合
会
と
全
国
木

材
協
同
組
合
連
合
会
は
、
昨
年
12
月
、
取
引
適

正
化
推
進
の
た
め
の
自
主
行
動
計
画
を
策
定

し
、
公
表
し
た
。

自
主
行
動
計
画
は
、
各
事
業
者
に
対
し
て
、

取
適
法
を
理
解
・
遵
守
し
、
発
注
者
・
受
注
者

と
し
て
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
沿
っ
た
事
業
活
動

を
行
う
こ
と
を
求
め
て
お
り
、
以
下
の
項
目
に

つ
い
て
具
体
的
な
行
動
を
示
し
た
。

Ⅰ　

見
積
・
受
発
注

（
１
）
取
引
価
格
の
決
定
、

Ⅱ　

納
品
・
支
払
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場
（
回
答
率
85
％
）

○
回
答
工
場
の
概
況

回
答
の
あ
っ
た
３
１
３
工
場
を
規
模
別
に
み

る
と
、
大
規
模
工
場
（
年
間
加
工
量
５
万
坪
以

上
）
が
40
工
場
（
13
％
）、
中
規
模
工
場
（
同

１
～
５
万
坪
）
が
１
５
２
工
場
（
49
％
）、
小

規
模
工
場
（
同
１
万
坪
未
満
）
が
１
２
１
工
場

（
39
％
）
で
あ
っ
た
。

回
答
工
場
の
年
間
木
材
入
荷
量
は
、
合
計
３

９
７
万
㎥
で
、
規
模
別
に
み
る
と
、
大
規
模
工

（
１
）
受
入
制
限
・
受
領
拒
否

（
２
）
一
方
的
な
発
注
の
取
消
し
、
減
額

（
３
）
協
力
金
、
協
賛
金
等
の
負
担

（
４
）
振
込
手
数
料
の
負
担

（
５
）
配
送
費
用
の
負
担

（
６
）
シ
ス
テ
ム
利
用
料
の
徴
収

（
７
）
支
払
期
間
の
長
期
化

Ⅲ　

発
注
者
か
ら
の
要
請

（
１
）
使
用
資
材
の
購
入
強
制

（
２
）
役
務
等
の
提
供

（
３
）
納
品
後
の
ク
レ
ー
ム
対
応

さ
ら
に
、
全
木
連
と
全
木
協
連
は
、
次
の
行

動
に
自
ら
取
り
組
む
と
し
て
い
る
。

①
価
格
転
嫁
や
取
引
適
正
化
を
推
進
す
る
た

め
、
本
自
主
行
動
計
画
に
関
し
、
各
都
道
府
県

木
連
等
と
連
携
し
て
様
々
な
場
を
通
じ
て
周
知

徹
底
に
努
め
る
。

②
各
都
道
府
県
木
連
や
傘
下
の
会
員
か
ら
望
ま

し
い
取
引
事
例
の
収
集
を
行
い
、
そ
の
周
知
を

図
る
と
と
も
に
、
林
野
庁
を
は
じ
め
と
す
る
関

係
省
庁
や
各
業
界
団
体
等
と
連
携
し
て
、
取
引

事
例
の
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
共
有
に
努
め

る
。

③
①
、
②
に
つ
い
て
、
研
修
会
や
説
明
会
を
都

道
府
県
木
連
等
と
連
携
し
て
実
施
す
る
。

④
取
引
先
及
び
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
さ
ら
に

先
の
業
界
の
中
央
団
体
に
対
し
、
全
木
連
及
び

全
木
協
連
の
自
主
行
動
計
画
を
通
知
し
、
当
該

業
界
の
自
主
行
動
計
画
と
の
連
携
を
図
る
と
と

も
に
、
協
力
を
働
き
か
け
る
。

⑤
相
談
員
を
全
木
連
及
び
全
木
協
連
事
務
局
内

に
置
く
。
当
面
は
、
窓
口
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
、

取
適
法
や
振
興
法
の
相
談
窓
口
、
林
野
庁
木
材

産
業
課
の
ほ
か
、
相
談
の
内
容
に
応
じ
、「
取

引
か
け
こ
み
寺
」
等
を
紹
介
す
る
。

⑥
傘
下
の
会
員
企
業
に
お
け
る
パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
構
築
宣
言
の
実
施
を
促
進
す
る
た
め
、

会
員
企
業
に
向
け
て
周
知
啓
発
と
宣
言
の
要
請

を
行
う
こ
と
と
す
る
。

○
全
木
連
・
全
木
協
連
の
自
主
行
動
計
画
は
、

全
木
連
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載

■
２
０
２
５
年
の
住
宅
着
工
戸

数
74
万
戸

２
０
２
５
年
の
新
設
住
宅
着
工
戸
数
は
、
総

数
で
74
万
１
千
戸（
前
年
比
93
・
５
％
）と
な
っ

た
。
２
０
２
２
年
の
86
万
戸
か
ら
３
年
連
続
で

前
年
比
の
減
少
で
あ
る
。
昨
年
は
、
建
築
基
準

法
改
正
前
の
駆
け
込
み
需
要
で
３
月
に
前
年
比

で
着
工
戸
数
が
急
増
し
た
後
、
そ
の
反
動
に
よ

り
４
月
、
５
月
に
着
工
戸
数
が
大
幅
に
減
少
し

た
。
そ
の
後
、
回
復
傾
向
が
み
ら
れ
た
が
、
年

間
合
計
で
は
前
年
を
下
回
っ
た
。
持
ち
家
の
着

工
戸
数
は
20
万
１
千
戸
、
前
年
比
92
・
３
％
、

貸
家
の
着
工
戸
数
は
32
万
５
千
戸
、
前
年
比

95
・
０
％
、
分
譲
の
着
工
戸
数
は
20
万
８
戸
、

前
年
比
92
・
４
％
と
な
り
、
持
ち
家
と
分
譲
に

比
べ
て
貸
家
の
着
工
戸
数
の
落
ち
込
み
は
小
さ

か
っ
た
。
分
譲
住
宅
で
は
、
一
戸
建
て
が
11
万

６
千
戸
、
前
年
比
95
・
７
％
、
マ
ン
シ
ョ
ン
が

９
万
戸
、
前
年
比
87
・
８
％
と
な
り
、
一
戸
建

て
よ
り
マ
ン
シ
ョ
ン
の
減
少
が
大
き
か
っ
た
。

木
造
住
宅
の
着
工
戸
数
は
、
43
万
４
千
戸
で

前
年
比
96
・
０
％
を
維
持
し
、
木
造
率
は
58
・

６
％
で
前
年
比
１
０
２
・
６
％
に
増
加
し
て
お

り
、
非
木
造
を
含
む
住
宅
全
体
の
着
工
戸
数
の

減
少
に
比
べ
て
木
造
住
宅
の
減
少
割
合
は
少
な

い
。
木
造
住
宅
の
内
訳
を
み
る
と
、
在
来
軸
組

み
が
33
万
２
千
戸
、
前
年
比
95
・
８
％
、
２
×

４
が
９
万
２
千
戸
、
前
年
比
96
・
２
％
、
プ
レ

ハ
ブ
が
１
万
１
千
戸
、
前
年
比
99
・
５
％
で

あ
っ
た
。

■
林
野
庁
が
プ
レ
カ
ッ
ト
工
場

実
態
調
査
の
結
果
を
公
表

林
野
庁
は
全
国
の
全
国
の
プ
レ
カ
ッ
ト
工
場

を
対
象
に
①
国
産
材
利
用
状
況
、
②
Ｊ
Ａ
Ｓ
材

利
用
状
況
、
③
請
負
形
態
別
の
加
工
量
等
に
つ

い
て
、
工
場
の
規
模
等
別
に
調
査
を
実
施
し
、

昨
年
７
月
、結
果
を
公
表
し
た
。
調
査
対
象
は
、

都
道
府
県
が
把
握
し
て
い
る
プ
レ
カ
ッ
ト
工
場

３
７
０
工
場
の
う
ち
回
答
の
あ
っ
た
３
１
３
工

0.0
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70.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

着工戸数（戸） 木造率（％）新設住宅着工戸数の推移

総数 木造戸数 木造率

新設住宅着工戸数　速報　2025年

年次月別 総数
利用関係別 木造住宅 木造内訳

持家 分譲 貸家 給与 戸数 木造率 在来軸組 プレハブ 2×4
2021年 856,484 285,575 243,944 321,376 5,589 502,330 58.7 395,803 10,509 96,018
2022年 859,529 253,287 255,487 345,080 5,675 477,883 55.6 376,506 10,144 91,233
2023年 819,623 224,352 246,299 343,894 5,078 454,427 55.4 353,306 10,329 90,792
2024年 792,098 218,132 225,309 342,044 6,613 452,229 57.1 346,463 10,671 95,095
2025年 740,667 201,285 208,169 324,991 6,222 433,974 58.6 331,842 10,620 91,512
前年比 93.5 92.3 92.4 95.0 94.1 96.0 102.6 95.8 99.5 96.2
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産
材
Ｊ
Ａ
Ｓ
材
の
割
合
が
最
も
高
い
地
域
は
九

州
（
35
％
）、
外
国
産
Ｊ
Ａ
Ｓ
材
の
割
合
が
高

い
地
域
は
北
海
道
（
54
％
）、
関
東
（
50
％
）、

近
畿
（
50
％
）
で
あ
っ
た
。

○
出
荷
先
別
加
工
量

全
工
場
に
お
け
る
出
荷
先
割
合
は
、
中
小
工

務
店
が
39
％
（
小
規
模
は
20
棟
以
下
／
年
、
中

規
模
は
20
～
１
０
０
棟
／
年
）
に
対
し
て
、
大

手
ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
／
大
手
ビ
ル
ダ
ー
（
１
、

０
０
０
棟
以
上
／
年
）及
び
地
域
ビ
ル
ダ
ー（
１

０
０
～
１
、０
０
０
棟
／
年
）等
が
48
％
で
あ
っ

た
。
規
模
別
に
み
る
と
、
大
規
模
工
場
に
な
る

ほ
ど
大
手
ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
／
大
手
ビ
ル
ダ
ー

へ
の
出
荷
率
が
高
く
、
小
規
模
工
場
に
な
る
ほ

ど
中
小
工
務
店
へ
の
出
荷
が
多
い
傾
向
が
み
ら

れ
た
。
特
に
小
規
模
工
場
は
、
年
間
着
工
数
が

20
棟
以
下
の
工
務
店
へ
の
出
荷
割
合
が
44
％

で
、
地
域
の
工
務
店
向
け
の
仕
事
が
大
半
を
占

め
た
。

地
域
別
に
み
る
と
、
中
小
工
務
店
へ
の
出
荷

率
が
全
国
平
均
の
38
％
を
上
回
っ
た
地
域
は
、

北
海
道
（
54
％
）、
中
国
・
四
国
（
53
％
）、
近

畿
（
46
％
）、
九
州
（
45
％
）、
東
北
（
43
％
）。

関
東
、
中
部
は
、
大
手
ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
／
大

手
ビ
ル
ダ
ー
及
び
地
域
ビ
ル
ダ
ー
等
へ
の
出
荷

が
多
か
っ
た
（
各
65
％
、
56
％
）。

○
請
負
形
態
別
加
工
量

全
工
場
の
加
工
量
の
う
ち
、
材
料
調
達
か
ら

の
請
負
（
資
材
費
込
み
）
が
85
％
、
加
工
の
み

の
請
負
（
賃
加
工
）
が
15
％
で
あ
っ
た
。
規
模

別
に
み
る
と
、
大
規
模
工
場
ほ
ど
「
資
材
費
込

み
」
の
割
合
が
高
く
（
90
％
）、
小
規
模
工
場

に
な
る
ほ
ど「
賃
加
工
」の
割
合
が
高
く（
32
％
）

な
る
傾
向
が
み
ら
れ
た
。

地
域
別
に
み
る
と
、「
資
材
費
込
み
」
の
加

工
量
の
割
合
は
、
九
州
以
外
の
地
域
で
、
全
国

平
均
の
85
％
を
上
回
り
。
九
州
は
、
賃
加
工
の

割
合
が
特
に
高
か
っ
た
（
47
％
）。

場
が
入
荷
量
全
体
の
40
％
、
中
規
模
工
場
が
同

50
％
、
小
規
模
工
場
が
10
％
を
占
め
て
い
る
。

回
答
工
場
の
年
間
加
工
量
は
合
計
８
２
５
万

坪
で
、
規
模
別
に
み
る
と
、
大
規
模
工
場
が

48
％
、
中
規
模
工
場
が
45
％
、
小
規
模
工
場
が

７
％
を
占
め
た
。

○
国
産
材
の
利
用
状
況

全
工
場
に
お
け
る
国
産
材
利
用
率
（
国
産
材

製
材
・
国
産
材
集
成
材
）
は
43
％
。
規
模
別
に

み
る
と
、
国
産
材
利
用
率
は
、
大
規
模
工
場
で

43
％
、
中
規
模
工
場
で
41
％
、
小
規
模
工
場
で

55
％
。
国
産
材
利
用
率
は
、
小
規
模
工
場
が
最

も
高
い
。
大
規
模
工
場
に
な
る
ほ
ど
集
成
材
の

利
用
割
合
が
高
く
、
小
規
模
工
場
に
な
る
ほ
ど

製
材
の
利
用
割
合
が
高
ま
る
傾
向
が
み
ら
れ

た
。地

域
別
に
み
る
と
、
国
産
材
利
用
率
（
製
材

と
集
成
材
の
合
計
）
が
全
国
平
均
の
43
％
を
上

回
っ
た
地
域
は
、九
州
（
77
％
）、東
北
（
55
％
）、

中
部
（
45
％
）
で
あ
っ
た
。
低
い
地
域
は
近
畿

（
25
％
）、
北
海
道
（
27
％
）、
関
東
（
36
％
）、

で
あ
っ
た
。
国
産
材
製
材
の
割
合
は
、
九
州
が

66
％
と
最
も
高
く
、
次
い
で
東
北
が
43
％
と
高

か
っ
た
。

○
Ｊ
Ａ
Ｓ
材
の
利
用
状
況

全
工
場
に
お
け
る
Ｊ
Ａ
Ｓ
材
利
用
率
（
国
産

材
と
外
国
産
材
の
合
計
）
は
58
％
。
規
模
別
に

み
る
と
、
Ｊ
Ａ
Ｓ
材
利
用
率
は
、
大
規
模
工
場

で
63
％
、
中
規
模
工
場
で
56
％
、
小
規
模
工
場

で
45
％
。
大
規
模
工
場
に
な
る
ほ
ど
Ｊ
Ａ
Ｓ
材

利
用
率
が
高
ま
る
傾
向
が
み
ら
れ
た
。
国
産
材

の
非
Ｊ
Ａ
Ｓ
材
の
利
用
率
は
、
小
規
模
工
場
に

な
る
ほ
ど
高
ま
る
傾
向
が
み
ら
れ
た
。

地
域
別
に
み
る
と
、
Ｊ
Ａ
Ｓ
材
利
用
率
が
全

国
平
均
の
58
％
を
上
回
っ
た
地
域
は
、
北
海
道

（
78
％
）、
関
東
（
73
％
）、
近
畿
（
60
％
）。
国

○
非
住
宅
建
築
物
の
受
注
の
有
無

全
工
場
の
う
ち
、
61
％
の
工
場
が
非
住
宅
建

築
物
の
受
注
実
績
が
あ
っ
た
。
規
模
別
に
み
る

と
、
非
住
宅
建
築
物
の
受
注
実
績
の
あ
る
工
場

の
割
合
は
、
大
規
模
工
場
で
70
％
、
中
規
模
工

場
で
61
％
、
小
規
模
工
場
で
58
％
。
小
規
模
工

場
で
も
、
６
割
程
度
で
非
住
宅
建
築
物
の
受
注

実
績
が
あ
っ
た
。
地
域
別
に
み
る
と
、
非
住
宅

に
取
り
組
む
工
場
の
割
合
は
全
国
平
均
の
61
％

に
対
し
、
関
東
（
52
％
）
で
や
や
低
い
傾
向
が

み
ら
れ
た
。

■
国
有
林
の
新
た
な
立
木
シ
ス

テ
ム
販
売

林
野
庁
は
国
有
林
に
お
い
て
林
業
経
営
体
の

育
成
強
化
に
向
け
て
令
和
６
年
度
か
ら
、
従
来

の
立
木
シ
ス
テ
ム
販
売
に
加
え
、
主
伐
後
の
再

造
林
実
施
を
含
む
立
木
の
シ
ス
テ
ム
販
売
を
実

施
し
て
い
る
。
こ
の
制
度
は
、
立
木
販
売
と
樹

木
採
取
権
制
度
の
中
間
位
位
置
づ
け
ら
れ
る
も

の
で
あ
り
、
樹
木
採
取
権
の
規
模
だ
と
大
き
す

ぎ
る
、
期
間
も
長
す
ぎ
る
と
い
う
意
見
を
踏
ま

え
て
創
設
さ
れ
た
も
の
。
樹
木
採
取
権
の
マ
ー

ケ
ッ
ト
サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
に
よ
り
提
案
が
さ
れ

な
か
っ
た
森
林
計
画
区
に
お
い
て
シ
ス
テ
ム
販

売
の
公
募
を
経
て
実
施
し
て
い
る
。
令
和
８
年

度
は
、
４
計
画
区
に
お
い
て
公
募
が
行
わ
れ
る

予
定
。

○
令
和
８
年
度
の
樹
木
採
取
権
（
マ
ー
ケ
ッ
ト

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
）
の
公
募
予
定
（
対
象
森

林
計
画
区
）

　

北
海
道
：
石
狩
空
知
・
上
川
北
部
・
後
志
胆

振

　

東
北
：
米
代
川
、　

関
東
：
吾
妻
、　

四
国
：

安
芸

　

九
州
：
大
隅

国国産産材材利利用用状状況況【【加加工工規規模模別別】】

大規模工場

中規模工場

小規模工場

国産材製材 外国産材製材国産材集成材 外国産材集成材
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31%

49%

21%

10%
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31%
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16%
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00

出荷先別加工量【加工規模別】

大規模工場

中規模工場

小規模工場

中規模工務店

その他（非住宅等）小規模工務店

大手ハウスメーカー/大手ビルダー

地域ビルダー等

不明

12%
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○
造
林
事
業
付
立
木
シ
ス
テ
ム
販
売
の
公
募
予

定
（
対
象
計
画
区
）

　

東
北
：
宮
城
南
部
、　

関
東
：
那
珂
川
・
利

根
上
流

　

九
州
：
姶
良

※　

令
和
８
年
１
月
現
在
、
北
海
道
の
日
振
東

部
・
網
走
南
部
、
近
畿
中
国
局
の
瀬
戸
内
は
、

造
林
事
業
付
シ
ス
テ
ム
販
売
の
需
要
拡
大
構
想

の
提
案
を
募
集
中
。
東
北
局
の
津
軽
は
、
令
和

８
年
３
月
以
降
、
需
要
拡
大
構
想
の
応
募
を
実

施
予
定
。

■
第
48
回
茨
城
県
木
材
ま
つ
り

表
彰
式
開
催

茨
城
県
木
材
協
同
組
合
連
合
会
（
野
上
満
正

会
長
）
は
、
１
月
14
日
、
第
48
回
茨
城
県
木
材

ま
つ
り
の
表
彰
式
を
（
株
）
茨
城
木
材
相
互
市

場
（
大
谷
知
行
社
長
）
に
お
い
て
開
催
し
た
。

来
賓
と
し
て
茨
城
森
林
管
理
署
三
重
野
裕
通
署

長
、
茨
城
県
農
林
水
産
部
棚
井
幸
雄
次
長
等
が

出
席
し
た
。全
市
連
か
ら
は
柱
本
専
務
が
出
席
。

来
賓
祝
辞
の
後
、
令
和
７
年
10
月
15
日
の
審

査
会
に
お
い
て
決
定
さ
れ
た
第
48
回
茨
城
県
優

良
木
材
展
示
会
（
製
材
の
部
）
入
賞
者
の
表
彰

及
び
感
謝
状
の
授
与
が
行
わ
れ
た
。

当
日
は
（
株
）
茨
城
木
材
相
互
市
場
の
初
市

で
も
あ
り
、
表
彰
式
の
後
は
多
数
の
参
加
者
に

よ
る
活
発
な
競
り
が
行
わ
れ
た
。

［
製
材
品
入
賞
者
］
▽
農
林
水
産
大
臣
賞　

丸

川
木
材
（
株
）　

▽
林
野
庁
長
官
賞　
（
株
）
鉾

田
製
材
所　

▽
関
東
森
林
管
理
局
長
賞　

川
井

木
材
（
株
）　

▽
茨
城
県
知
事
賞　
（
有
）
皆
川

製
材
所　

▽
茨
城
県
農
林
水
産
部
長
賞　
（
株
）

野
上
製
材
所　

▽
全
木
連
会
長
賞　
（
株
）
東

山
木
材　

▽
全
市
連
会
長
賞　

田
中
木
材
店

［
製
材
品
感
謝
状
授
与
者
］

▽
茨
城
県
知
事　
（
株
）
本
田　

▽
関
東
森
林

管
理
局
長　
（
株
）
前
川
林
業　

▽
茨
城
県
農

林
水
産
部
長　
（
株
）
金
杉
屋　

▽
全
木
連
会

長　
（
株
）
宇
留
鷲
材
木
店　

▽
全
市
連
会
長　

大
部
林
業
製
材
所

■
林
野
庁
の
人
事
異
動
（
抄
）

（
１
月
１
日
付
の
異
動
か
ら
抜
粋
、
順
不
同
、

敬
称
略
）

○
（
大
臣
官
房
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
情

報
化
審
議
官
兼
大
臣
官
房
公
文
書
監
理
官
）
小

島
裕
章
（
林
政
課
長
）
←
小
林
保
幸
（
農
林
水

産
技
術
会
議
事
務
局
研
究
推
進
課
長
）

○
（
林
政
部
付
）
←
福
田
淳
（
木
材
産
業
課
長
）

←
間
島
重
道
（
経
営
企
画
課
付
）

■
令
和
５
年
度 

木
材
利
用
優
良

施
設
等
コ
ン
ク
ー
ル
受
賞
施
設

令
和
７
年
10
月
10
日
、
木
材
利
用
推
進
中
央

協
議
会
（
会
長　

菅
野
康
則
全
国
木
材
組
合
連

合
会
会
長
）
は
、
令
和
５
年
度
木
材
利
用
優
良

施
設
等
コ
ン
ク
ー
ル
の
受
賞
施
設
等
を
公
表
し

た
。
本
年
度
の
受
賞
作
品
は
、
特
賞
14
点
及
び

優
秀
賞
41
点
。

○
内
閣
総
理
大
臣
賞

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｇ
Ａ
Ｗ
Ａ　

Ｔ
Ｅ
Ｒ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｅ

（
岡
山
県
岡
山
市
）

施
設
概
要

岡
山
市
中
心
部
、
西
川
緑
道
公
園
に
面
す
る

敷
地
に
計
画
さ
れ
た
、
循
環
を
コ
ン
セ
プ
ト
と

し
た
木
造
複
合
施
設
。
地
方
都
市
の
市
街
地
に

多
い
低
層
商
業
施
設
に
フ
ィ
ッ
ト
し
た
一
方
向

ラ
ー
メ
ン
、
燃
え
代
設
計
（
準
耐
火
構
造
）
に

よ
る
木
材
現
し
の
空
間
と
な
っ
て
い
る
。
地
方

の
中
小
製
材
所
で
製
作
可
能
な
構
成
部
材
を
用

い
、
木
材
の
調
達
、
部
材
生
産
、
建
設
ま
で
を

地
域
内
で
担
え
る
こ
と
や
、
雨
水
循
環
に
よ
る

菜
園
へ
の
灌
漑
シ
ス
テ
ム
の
整
備
な
ど
、
工
夫

が
こ
ら
さ
れ
て
お
り
、
地
方
で
展
開
可
能
な
都

市
木
造
の
一
タ
イ
プ
と
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ

る
。

○
農
林
水
産
大
臣
賞

パ
ッ
シ
ブ
タ
ウ
ン
第
５
街
区
（
富
山
県
黒
部

市
）

施
設
概
要

木
造
耐
火
構
造
の
中
高
層
集
合
住
宅
。
設
計

開
始
１
年
前
か
ら
富
山
県
森
林
組
合
と
連
携

し
、
木
材
調
達
体
制
を
構
築
。
使
用
さ
れ
た
木

材
の
87
％
を
建
設
地
か
ら
85
㎞
範
囲
の
森
林
か

ら
調
達
、
加
工
ま
で
行
っ
て
い
る
。
オ
ー
ス
ト

リ
ア
の
木
造
建
築
家
と
竹
中
工
務
店
が
共
同
設

計
し
、
日
本
の
風
土
（
耐
震
・
耐
火
・
気
候
）

に
合
っ
た
次
代
の
木
造
化
・
木
質
化
に
取
り
組

ん
だ
優
良
な
事
例
。
木
材
使
用
量
は
、
平
均
的

な
木
造
耐
火
建
築
物
の
４
倍
を
超
え
る
。
建
物

の
広
範
囲
を
木
造
・
木
質
化
す
る
こ
と
で
、
よ

り
高
い
脱
炭
素
化
を
実
現
し
て
い
る
。

※
以
下
の
木
材
利
用
推
進
中
央
協
議
会
の
ウ
ェ

ブ
サ
イ
ト
か
ら
抜
粋
し
て
掲
載
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表彰式の様子


